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公立病院に関する財政措置のあり方に対する要請書
　地方自治の充実・強化のために御奮闘されている貴職に対し心から敬意を表します。

　さて、総務省においては、公立病院改革ガイドラインの策定に続き、「公立病院に関する財政措置のあり方等検討会」をスタートさせ、公立病院に関する今後の地方財政措置のあり方について検討がされています。検討会では、厳しい自治体財政・自治体病院財政を反映し、交付税措置の大幅な改善、特に不採算地区病院や不採算医療に対する課題が出されているところです。

この間の公立病院の経営危機は、診療報酬のマイナス改定、医師や病院スタッフの不足、地方交付税の減額、過疎化などが大きな課題と思われますが、地域医療を確保する観点から以下の点について要請いたします。

記

１．公立病院への財政措置については、地方交付税の削減方針を見直し、行政需要を的確に反映し、増額をはかるとともに、公立病院に係る一般会計からの繰り入れ基準を改善すること。
２．一
床あたりの交付税単価の大幅な引き上げと、医療機能確保のため、不採算地区病院や不採算医療に対する特別交付税措置の拡大。都道府県への特別交付税措置単価を市町村並みに引き上げること。
３．検討課題となっている病床利用率に応じた交付税措置については、病院経営に大きな影響を及ぼすことから、慎重に検討を行うこと。
４．公立病院の他、公立有床診療所や無床診療所においても、医師の確保が厳しい状況にあることから、財政支援の拡大を行うこと。
５．医師をはじめとして、医療スタッフの確保が厳しい地域においては、財政と情報・技術的な支援など人材確保に対する支援を行うこと。
６．各都道府県に設置されているへき地医療支援機構は、医師募集に加えて、医師の派遣調整、医育大学との連携、臨床研修病院の情報提供などの機能強化のために、総務省としても財政支援を行うこと。
７．地域に根ざした医師を確保するため、自治医科大学の定数の大幅な増員と、義務年限終了後も地域医療に貢献できる仕組みを検討すること。
８．基幹的な病院から地域の公立病院に対する医師派遣経費の交付税措置を行うこと。
９．地域の公立病院から基幹病院への救急搬送を確保するため、病院所有の救急車確保の交付税措置を行うこと。
10．公立病院は、災害時の拠点病院としての機能が求められることから、免震・耐震構造が可能な財政措置を講ずること。
11．「ＮＩＣＵ満床」を解消するため、公立病院のＮＩＣＵ増床に向けて、支援策を検討すること。
以上
